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千葉大学医学部公衆宿生学教室安 達 元 明
近代化が進むとともに，大気汚染が，大きな社会問題
としてとりあげられてから久しい。
わが国においては，大気汚染の健衰影響の調査法とし
ては， British Medical Research Councilの Committee 
on Research Into Chronic Bronchitisで承認された呼
吸器症状に関する質問票(いわゆる BMRC質問票， 
1966年， 1976年版〉が従来からひろく用いられてきてい
た。
この質器票に含まれている呼吸器症状のうち，特に
「持続性のせきとたんj の有症率が，しばしば調査対象
集毘の呼吸器症状の指標として，地域の大気汚染との関
連が検討されてきた。また賓開票調査と並行して，各種
の呼吸機能検査も行われてきた。この方法は非常に有用
であり，わが国の大気汚染の人体影響解明記大いに寄与
してきたことは，衆知の事実である。
この調査票の標準的な実諸方法は面接者による ln-
terview方式であ担，多大の労力・詩爵・費用を要する
ために，一地域400人前後の対象者についての調査にと
どまらざるをf尋主かった。
わが国の大気持染は，硫黄酸化物譲度の低下によ!?， 
窒素酸化物，特に二酸化窒素への関心がたかまってきた
が，これに対応する疫学調査としては，よヲ多数の対象
者についての調査が必要となってきた。この意味で，出
来れば自記式で，精度の高い調査票の出現が望まれてい
たのである。
一方，小児もしばしば，大気汚染の人体影響調査の対
象として敢り上げられている。これは，成人よりも地域
定着性の強いこと，自らの喫建や職業暴露の影響を受け
ないこと，成人よ Pも大気汚染の影響を受けやすい可能 
f生があることによる。
前述の BMRC質問票誌，成人の護性閉塞性肺疾患
に焦点をあてたものであり，この質問票を小児に用うる
ことは不適当と患われる。
今まで，小児の呼康器症状に関する諜準的な質問票は
なく，各研究者が独自のものを用いて調査を行ってい
た。また，疾病の病態予定義に混乱がみられ(ぜん患様
気管支炎・気管支報，患)，各地の調査結果の比較は況と
んど不可能であった。 
/j、克の呼吸器症状についての質問票のうち，当教室が
開発した「気管支端患に関する費開票j辻，比較的志く
捷用されている。この質問票による調査の蕗行方法は，
父母記よる自記式のアンケート調査をスクリーニングと
し，集護者との面接を行うため含かなりの人員および時
間を要すること，面接者に気管支稔屋、についての専門的
知識を要するなど，実施iこはかなりの労苦をともなうも
のである。また，鳴鳴・呼吸圏難以外の症状や，環境国
子などについては飽の質問紙によらなければならなかっ
た。このため，小見についても，成人の BMRC質問票 
iこ相当する標準的な調査方式の開発が望まれていた。
アメリカの NationalHeart，Lung and Blood In-
stitute の Division of Lung Diseasesの委託によ 9 
Epidemiology StandardizatIon Project (疫学方法の標
準化に関するプロジェクト，班長 B. G. Ferris) が 
1978年に新しい呼吸器症状に関する質問票を公表した 
(Amer Rev Resp Dis 118(6) Part 2，1978)。
この賓開票泣，①成人用とともに，小児用も用意され
ていること，@面接のみならず，自記式としても筏用し
うること，③症状以外にも環境因子〈暖房具，厨房の熱
源の種類，小児用では受動喫煙の有無など)についての
費問が充実している主ど，前述の要望をかえEり溝足させ
るものである。
「大気汚染による強豪影響調査手法に関する研究班j
〈環境庁委託・班長常後義三宮婿医大教授〉は， 昭和 
53年度にこの調査票の日本語訳を行った。次いで，ヨ
本の実需に合わない項目の改訂，不必要と思われる項目
の削除，詳細すぎる質問の欝略化を行い，日本語援が出
来た。翌54年変には，この号本語版を用いて，君津市，
麗児島市，犬寂府等で Pilotstudyとしてお調査が行な
われた。
これらの調査結果をもとに数回の改訂を経た後に刊
行されたのが， ATS-DLD呼吸器症状質問票である。
現在，大気汚染の健農影響調査の標準的な方法の確立
をめざして，全自的iこ広く試行されはじめたところであ
る。
今後，能の諾検査との併用，成人について誌， BMRC 
調査票を用いた以前の調査結果との比較等が問題となる
であろう。 (昭和56年11月27日受付〉
